【様式２】
【様式２】

事業計画書

１　事業所（施設）について

	事業所（施設）名
	

	整備予定地
	〒



	サービスの種類
	

	定　　員
	　　　　　　　人

	開所予定年月日
	　　年　　月　　日予定

	併設施設の有無
	有・無　（有の場合具体的に　　　　　　　　　　　　　）


２　建物概要

	建築面積
	　　　　　　　　　　　㎡
	延床面積
	　　　　　　　　　　　㎡

	構造
	
	階数
	地上　　　階、地下　　　階

	建物権利
	□所有　□賃貸（　　　年）
	抵当権
	□あり　　　□なし

	整備内容
	□法人が新築　　□法人が改修

	着工予定
	　　　　年　　　　月
	竣工予定
	　　　　年　　　　月


３　補助・交付金の活用について

	補助・交付金等の活用
	□　検討する　　□　検討しない　　□　未定


４　建設予定地（既設の場合は現在地）の状況について

	建設予定地等面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	地目（登記簿地目）
（該当するものに○を

　すること）
	　　宅地　・　雑種地　・　田　・　畑　・　山林　

　　その他（　　　　　　　）

	用地取得の状況

（該当するものに○を

　すること）
	　　取得済み（自己所有地） ・ 取得交渉中 （購入予定）

　　その他(           　　　　　　　　　 )

	所有権以外の権利設定の状況


	（該当するものに○をすること）
　　　無　・　抵当権　・　その他（　　　　　　　権）

	
	　抵当権等の権利設定がされている場合は、権利設定者の状況及び解除等今後の対応方針を具体的に記載すること。




	建築のための法的各種開発規制の状況


	（該当するものに○をすること）　該当なし　・　有

	
	（有の場合は、下記の該当欄に○をするとともに、その状況及び確実に除外が可能な理由等を記載すること。）

	
	農地法
	
	

	
	農振法
	
	農振農用地
	
	

	
	
	
	該当・非該当
	
	

	
	森林法
	
	

	
	砂防法
	
	

	
	河川法
	
	

	
	自然公園法
	
	特別保護地区・第１種特別地域・第２種特別地域

第３種特別地域・普通地域

	
	文化財保護法
	
	

	
	国土利用計画法
	
	

	
	国有財産法関係
	
	

	
	都市計画法
	工業専用地域
	市街化調整区域
	用途地域
	建ぺい　　　　
	容積率

	
	
	該当・非該当
	該当・非該当
	
	
	

	
	その他
	
	

	用地担当課への説明等
	有・無　　

説明先

説明内容

担当課の反応


５　施設整備資金計画の状況について（既設の場合は記入不要）　　　　単位：千円
	事　業　費
	資　金　内　訳

	施設整備費
	　
	借入金
	

	設備整備費
	
	補助金
	

	設計管理費
	
	自己資金
	

	土地取得費
	
	
	

	土地造成費
	
	その他
	

	事業運営費
	
	
	

	合　計
	
	合　　計
	


　(１)借入金（利息を含む）に対する償還財源の内訳　　　　　　　　　　　単位：千円

	借　入　金

（利息を含む）
	充　　当　　財　　源

	
	設置者負担分
	介護報酬・管理費収入等
	そ　の　他
	合　計

	
	
	
	
	


(２)借入先への協議状況

	借入金の借入先に利率等を含めた協議を実施しているか。
	（該当するものに○をすること）
　　　　

実施している　・　実施していない

　実施している場合は利率等を含めた協議内容を記載すること。




(３)その他（５の資金内訳・その他の欄）の内訳　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	内　　　　容
	金　額
	備　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合　計
	


(４)事業収支見込み

　　　　人件費・償還費を含めた、収支計画書（２年間）を添付
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